事業所課税に関する課税取消申告書
大竹市長　様

（提出日）令和　　　年　　　月　　　日

　大竹市内に有しています事務所・事業所については、令和　　　年１月１日現在、下記のとおりですので、事業所に関する課税の取り消しを申告します。

１．納税義務者

	住所
	〒　　　　－


	ふりがな
	

	氏名
	

	生年月日
	昭和　・　平成　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	電話番号
	

	事業所・事務所
名称
	


２．課税の取消理由

　　あてはまる項目にレ印をしてください。

　　※休業により水道・電気等を停止しているなど下記以外の理由は、原則課税取消理由として認められていません。

　　□　事業用の施設だが、事務所を伴わない単なる資材置場、倉庫、車庫である。

　　□　事業を廃業した　／　事業を下記の者に引き継いだ。

　　　　廃業日　／　引継日：令和　　　年　　　月　　　日

　　　　↓引き継ぎの場合は、新しい事業主について記入してください。

　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　□　法人化した。（法人番号指定日：令和　　　年　　　月　　　日）

	住所
	〒　　　　－


	ふりがな
	

	名称
	

	事業開始年月日
	令和　　　　年　　　　月　　　　日


　　

